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一 　学習支援の契機
　大学における教育のあり方が問われて久しい。大学が
十分な教育の場として機能していないのではないか、いわゆる大学モラトリアム論にみられる学生が社会に巣立つ前の避難場所としての意味しかないのではな かといった風評が立ってからも久しい。
　これに対して、大学の教育的な機能をより実践的に取
り戻そうとするいっそうの動きが、早稲田大学では創立一二五周年を契機として活発になっ いる。その出発点になった全学基盤教育検討委員会 おい 全学的な基
盤教育のあり方が答申され、いわゆるＮＥＸＴ一二五として大学による基本計画の一環として提示されている。その中では、図書館が学生の「自学自習」に寄与すべく学習支援に積極的 関わることが表明されている。
　ところで、目を転じてみると二〇〇四年に法科大学院
が出発して五年が経過しようとしている。現在全国の七四大学
（連合を含む）
で設置され、多くの学生が法曹を
目指して、勉学に励んでいる。法科大学院の開設は、二〇〇二年の司法制度改革審議会意見
書１
によっている。こ
の法科大学院が構想されていた段階 、その教育内容についてさまざまな検討がなされた。とりわけ開設科目群
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の検討に際して、法曹基本科目、すなわちあるべき法曹としての考え方や法律情報を整理・分析し、駆使できる能力の涵養 科目が標榜され、その中に「法律情報に関する基礎的教育」が謳われ い
る２
。当時、筆者は「法科
大学院
（仮称）
構想に関する検討会議」の委員を務めて
いた関係で、ほぼ法科大学院の全容の策定に関わった。その原案に盛り込まれた法科大学院の科目設 おける右にいう「法律情報に関する基礎的教育」については、教育内容もさることもさるこ ながら、そこに機能するサブジェクト・ライブラリアンとして ロー・ライブラリア
ン３
のイメージといったものを当時考えていたことが
あった。とともに、ＩＴ環境が整えられてきた教育現場にあっては、学部における法学教育についても、専門家としてのロー・ライブラリアン 不可欠性を再認識しておく必要が ると考えたのを記憶して る。そこで、広く学部教育におけ 学習支援を教員とともに図書館員もまた担うべきものと 発想を前提に、法科大学院における「法律情報に関する基礎的教育」の現状を伝え、そ
における図書館による学習支援のあり方といったものを考えてみることにす
る４
。
二 　法科大学院における法情報教育
１ 　法科大学院におけ 教育目標のひとつとして、学生
の能動的学習と文書作成能力の育成が考えられてい
る５
。
法律家の活動の主要な部分は書面 作 によっていることから、より実践的な授業の中で法的な文書を作成する機会を頻繁に設けるこ が教育の手 にあげられている。 れは、司法試験 旧制度による合格者がともすると暗記型学習に傾いてい との指摘、そのため問題解決を基調とした文書作成能力に欠けるきらいがあることによっていた。文書作成能力を鍛錬す とともに、このような文書作成にあたって情報 整理し、分析することが求められ る 「法律情報に関する基礎的教育」の重要性が唱えられ のも、こ ような背景によっていた。
　これを受けて、法令、判例及び学説等の検索、並び
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に判例の意義及び読み方の学習等、法学を学ぶ上で必要な法情報 調査・分析に関する技法を修得させる教育内容をもつ、 「法情報調査」について指導が行われることが、法科大学院に 務付けられることになっ
た６
。
まさに、 「法情報調査」は、法科大学院教育の根幹の一つとして位置づけられていることにな
る７
。
２ 　それでは、このように位置づけられている法情報調
査は、わが国の法科大学院におい どのようなものとして設置されているだろうか。
　法情報調査の設置形式として代表的なタイプは、
リーガル・リサーチ・ライティングとして設置されている。法科大学院の日常的な授業 ＩＴ環境 駆使しており、その評価も高いある国立大学を例に っ みる。ここでは法科大学院の一年対象の科目として、リーガル・リサーチ・ライティング
（法律実務基礎科
目・二単位・必修科目）
を開設している。一年を対象と
していることから、法律基本科目
（憲法・民法・刑法・
行政法・訴訟法）
を習得しながら、学術資料の収集、
整理、分析を学ぶためのものといえる。講座の目的は法律専門家が日常的に利用する資料を探し出して、該当箇所を参照する手順を法律家 補助職の人たちにきちんと説明・指示し、あわせてなぜその が必要であるのかを簡潔に説明 ことができる技能を修得することにある している。さらに、自ら補助職 人が入手した情報・資料を読解・分析・要約・統合して、専門的な作業に役に立つ資料
（各種の文書）
に加工す
る技能
（手順）
を修得すること、その加工手順を補助
職に説明できることにあるとしている。この授業の達成目標としては、一定の法情報資料の探し方を他人に指示できるようになるととも 、収集 た 情報 加工して、判例検討報告書 判例動向調査報告書、判例批評、学説批 小論文などを作成できるようになることと、明確に到達目標を設定している。
３ 　ところで、以上のような「法情報調査」のもつ役割
は、法科大学院の学生のみならず法学部の学生にとっても不可欠なものであることが分かる。もとよりそれ
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は、学部における法学基礎教育において必要な範囲においてではあるが、特に基礎教育に不可欠と思われる法学基礎文献の検索、基本判例の検索、さらにレポート、ゼミ論文、卒業論文の作製 向けての学術資料の検索に関わる学習は、専門の基礎を学ぶ上では法科大学院であると 部であるとを問わないからである。ここに一つの参考になる素材を提供しよう。
　二〇〇八年の六月に、筆者が担当するゼミの学生に
コンピュータールームを使って、各自が端末を用いた法学関係の学術資料のデータベース検索の講習を試験的に実施した。対象は、ゼミ生二年生・三年生・四年生約六〇名である 次のような教材 図書館情報管理課の服部光泰氏に作成してもらった。
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　コンピューター・ルームで、この教材を用いながらＰ
Ｃの操作を含めた服部氏の懇切丁寧な講義を九〇分の時間で実施したところ、この授業に対する学生の一致した評価はおおむね二つであった。ひとつは、 「このような体系的な情報教育を受けたことは入学以来初めての体験であった」ということである。二つには、 「座学での講義よりも端末を前にして操作しながら学べたので臨場感があり、すぐに実践することが き 」というものであった。いずれの評価も、学生が図書館に備えられている資料データベース 存在は知っていたものの、それをゼミの報告、レポートの作成などにどのように利用してよいのかを知らないまま上級学年に達している現状 言い当てている。また 実際に端末を前 しての資料検索を自身の手で学ぶ経験を現 のものしていること あ 。ともすると座学型 教育手法 盛行しているが、初めの学習機会が教育の内容を端末 通じて即時に実現できることに学生は満足しているといえる。こ うな方式が今後の学習支援のあり方を考え 上で 一つのヒント
になりうる。
　このような各専門分野ごとの図書館情報リテラシー教
育を体系的に受け 機会は、法学部のみならずあらゆる学部の学生にとって、おそらく試みられことがなかったものといえよう。まし や、このような機会を欲する学生に対して臨場感あふれる学習を受ける機会はなかったといってよい。もしこのような機会が、導入教育段
階８
で、
さらに上級学年にお て定期的にこれまでなされていたとした 、学びを深める上でどれほど有用であったろうかと考えられる。四年間、図書館が所蔵する学術資料をより多面的に、かつ、より有効に活用する機会を与えられないまま卒業 ていった学生がほとんどであるとしたら、それは頭書で指摘した大学 おける教 の基本役割の放棄にも等しかろう。その意味で、先 紹介した国立大学 例は、それが日常的にＰＣ端末を利用した授業形態であるとすれば、この上ない教育効果 あげると推測するに難くない。
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三 　大学教育への提言
　　～学習支援の一つとして
　近時、大学の「教育力」が言われるようになってきた。
当然のことながら、情報環境の整備された今日にあって、学生の学ぶ意欲に対する受皿は、日常的な授業の充実においてほかにない。このことに連動して、このたび 図書館のＮＥＸＴ一二五に向けた学習支援へ 取組みの柱として、①学習支援連携委員会 立ち上げ、②スチューデント・コモンズの開設、③これらをスタッフと 支えるリエゾン・ライブラリアン設置を掲げ が、これは、図書館としての図書館情報リテラシー教育を充実させる方向性を示した提言である。
　①は、図書館が主体になって図書館情報リテラシー教
育に関わる講座 全学的なものとして設置したいとの強い所信の表明である。この学習支援連携委員会は、図書館情報リテラシー教育に関わる講座の企画 立案、教材の開発を中核として、各学術院における助手や博士後期
課程学生の協力を得て、同講座におけるソフトの構築を目的としている。さらにはこれを図書館員との連携 もとに単位化された常設の講座として全学的に開設しようとするものである。② スチューデント・コモンズは、この図書館情報リテラシーをより実践的なものにするために、若手研究者と図書館員がＭＮＣはじめ他機関の協力のもとに常駐 場所を意味し、学生が日常 学習に利用することができる開放された空間 意味す
る９
。設
置場所として予定している空間は、中央図書館四階のＡＶホール及び二階のスペースを考えている。ここに常駐し、学生の学習を手助けするスタッフが③にいうリエゾン・ライブラリアン いうことになる。具体 は、中央図書館に利用者支援課 開設し その下にリエゾン・ライブラリアンとして図書館員が学生の学術資料を活用する機会を支援する形になる。しかも、 いうリエゾン・ライブラリアンは、サブジェクト・ライブラリアンとしての形が望ましいことはいうまでもな
いＡ
。
　この度提案した図書館による学習支援強化の方策は、
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以上のようなものである。学術資料を通じた主体的、能動的な図書館による学習支援のあり方は、近未来型の図書館としての新しい姿を示す所以で ると信ずるところである。かつ、そ 確信が、この稿をあえて創刊五〇周年記念号に寄稿 た所以でもあ 。注（１） 　司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書─
21世
紀の日本を支える司法制度」一一頁以下（二〇〇一年六月） 。
（２） 　法科大学院（仮称）構想に関する検討会議「法科大学院
（仮称）構想に関する検討のまとめ」四頁（二〇〇〇年九月） 。
（３） 　ここにいうロー・ライブラリアンとは、司書資格を有し、
かつ、法科大学院教育において「法律情報に関する基礎的教育」について指導的な役割を果たしているスタッフをいうこととする。日本では、ロー・ライブラリアンの確定的な定義がなされていないため 筆者が理解するところ 従いこのような意味としてのスタッフと考えることとす 。なお、ロー・ライブラリアン 役割につき、中網栄美子「ロー・ライブラリアン─主題専門家としての役割」図書館雑誌一〇二巻四号二三〇頁（二〇〇八年） 。
（４） 　このような図書館施策の方向性につき、①拙稿「二〇〇
七年度図書館年報にあたって」早稲田大学図書館年報二〇〇七年度一頁（二〇〇八年） 、②インタビュー「図書館員が教育現場に出る時代に」日本経済研究センター会報ＪＣＥＲ九七一号四頁（二〇 八年） 。
（
5） 　法科大学院における教育内容・方法に関する研究会（磯村保＝大村敦志＝加藤哲夫＝山本和彦＝酒巻匡＝井田良＝大澤裕） 「法科大学院における教育内容・方法（民事法・刑事法）のあり方について【モデル案】 」五頁（二〇〇一年四月） 。
（
6） 　専門職大学院設置基準第七条によれば、専門職大学院は、その教育上の目的を達成するために体系的な教育課程を編成することが求められ、同第八条一項 よれば、その目的を達 しうる実践的な教育を行うよう専攻分野 応じ、事例研究、現地調査など 適切な配慮をすることが求められている。これを受けて、法科大学院 科目設置において、文部科学省平成一五年三月三一日告示第五三号「 門職大学院に関し必要な事項について定める件」 条第二号で、法律実務基礎科目として法曹とし の技能及び責任その他の法律実務に関する分野の科目を開設するものとしている。これを受けて、法科大 院認証評価基準に法情報 指導実施が明記され いる。 たとえば 独立行政 人大学評価・
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学位授与機構「法科大学院評価基準要綱」第二章教育内容・二
─一
─三 　解釈指針二
─一
─三
─二 （三） ア参照。
（７） 　法情報学ともいうべき分野を論じる文献には、指宿信＝
米丸耕治『法律学のためのインターネット』 （一九九六年・日本評論社）を嚆矢として、その後も加賀山茂＝松浦好治編『法情報学入門〔第二版〕補訂版』 （二〇〇六年・有斐閣） 、いしかわまりこ＝藤井康子＝村井のり子・指宿信＝井田良＝夏井高人＝山野目章夫監修『リーガルリサーチ〔第三版〕 』 （二〇〇八年・日本評論社）など 質 高い文献がみられる。とりわけ、最後の文献の執筆者には、ロー ライブラリアンが含まれている。
（
8） 　初年次教育における図書館利用者教育の有効性につき、太田潔「 「初年次教育」に かわる大 図書館の役割についての一考察」図書館雑誌一〇 巻二号九五頁（二〇〇八年） 。また、導入教育によって図書館利用法を んだ効果についての学生による実証的な統計について、日本私立大学協会附置私学高等研究所『私立大学にお る一年次教育の実際』一一八頁（二〇〇五年） 。これによ ば 導入教育の実施前と実施後においては、図書館における利用方や文献を調べる力に格段 進歩がみられることが、学生のアンケートによって実証され いる。
（９） 　図書館情報リテラシー教育における図書館員の関わり方
について、拙稿・前掲 （４） ②四頁。
（
10） 　米国ワシントン大学図書館は、一七〇分野につき一四〇人程の専門家であるサブジェクト・ライブラリアンを擁し、学習支援にあたっ い 。筆者は、本年一月二六日に同大学図書館を視察し、ラーニング コモンズを介した図書館員の活動ぶりに接した。
 
（かとう 　てつお 　図書館長・大学院法務研究科教授） 　
